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長岡市建設工事の入札に係る総合評価方式試行要領 

 

平成19年８月７日 公告第165号 

最近改正 平成31年３月29日 公告第61号  

 

 （趣旨） 

第１条 この要領は、本市が発注する建設工事の質を確保することを目的とし

て、入札において、価格及び技術力を総合的に評価して落札者を決定する方

式（以下「総合評価方式」という。）の試行に関し、長岡市建設工事制限付

き一般競争入札実施要綱（平成18年長岡市告示第76号。以下「要綱」という。）

に定めるもののほか、必要な事項を定める。 

（総合評価方式） 

第２条 総合評価方式においては、入札の申込みのあった者（以下「申込者」

という。）のうちから、当該入札について申込者から提示のあった価格、工

事の質、施工方法等を総合的に評価し、価格及び技術力の両面から最も優れ

た評価を得た者を入札の落札者とする。 

（総合評価方式の型式等） 

第３条 総合評価方式は、当該工事の難易度等に応じて次の表に掲げる型式に

区分し、当該区分ごとに同表に定める工事に適用する。 

型式の区分 内容 適用する工事 

簡易型 
技術的な工夫の余地が小さい工事で、施工の

確実性を確保するため簡易な施工計画や同種又

は類似の工事の経験、工事成績等に基づき技術

力と価格とを総合的に評価するものであり、当

該工事の内容により次のとおり分類するものと

する。 

ア 簡易（実績）型 

比較的小規模で、簡易な施工計画を求め

ず、同種又は類似の工事の経験、工事成績

等に基づき、技術力と価格とを総合的に評

価するもの。なお、簡易（実績）型を、さ

らに次のとおり分類する。 

(ｱ) 施工実績評価型 

工事の品質の確保を図るため、施工実

績及び技術者の能力の評価を重視する

長岡市建設工事入札参加資格

等審査委員会（以下「審査委員

会」という。）が簡易型による

ことを適当と認める工事に適用

する。なお、簡易（実績）型に

おける施工実績評価型、施工実

績・地域貢献評価型及び地域密

着型並びに簡易（提案）型の型

式の選定に関しても、審査委員

会で審査する。 
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もの 

(ｲ) 施工実績・地域貢献評価型 

工事の品質の確保を図るとともに事

業者の地域への貢献を評価するため、施

工実績と地域貢献度とのバランスを重

視するもの 

(ｳ) 地域密着型 

地域に密着した事業者の地域への貢

献を評価するため、地域での施工実績、

市内事業者の下請での活用及び雇用状

況の評価を重視するもの 

イ 簡易（提案）型 

簡易な施工計画（提案）、同種又は類似

の工事の経験、工事成績等に基づき、技術力

と価格とを総合的に評価するもの 

 

標準型 
技術的な工夫の余地の大きい工事で、本市が

求める工事内容を実現するための施工上の技術

提案を求める場合において、安全対策、交通及

び環境への影響、工期の縮減等の観点から技術

提案を求め、当該技術提案に係る具体的な施工

計画、同種又は類似の工事の経験、工事成績等

と併せ、技術力と価格とを総合的に評価するも

の 

次のいずれかに該当する工事

で、審査委員会が標準型又は高

度技術提案型によることを適当

と認めるもの 

ア 総合的なコスト縮減に関

する技術提案を求める工事

入札者の提示する性能等

によって、工事に関連して

生ずる補償費及び維持更新

費を含むライフサイクルコ

ストを加えた総合的なコス

トに相当程度の差異が生ず

ると認められる工事とす

る。 

イ 社会的要請への対応に関

する技術提案を求める工事

環境の維持、交通の確

保、特別な安全対策、省資

源対策、リサイクル対策等

社会的要請への対応を必要

とする工事であって、入札

者の提示する性能等によっ

て、工事価格の差異に比べ

て対策の達成度に相当程度

の差異が生ずると認められ

る工事とする。 

ウ 工事目的物の性能又は

機能の向上に関する技術

高度技術提

案型 

技術的な工夫の余地の大きい工事で、構造物

の品質向上を図るための高度な技術提案を求め

る場合において、強度、耐久性、維持管理の容

易さ、環境の改善への寄与、景観との調和、ラ

イフサイクルコスト等の観点から高度な技術提

案を求め、当該技術提案に係る具体的な施工計

画、同種又は類似の工事の経験、工事成績等と

併せ、技術力と価格とを総合的に評価するもの
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 提案を求める工事 

入札者の提示する性能

等によって、工事価格の差

異に比べて、工事目的物の

初期性能の持続性、強度、

安定性等の性能又は機能に

相当程度の差異が生ずると

認められる工事とする。 

エ アからウまでに掲げるも

ののほか、標準型又は高度

技術提案型に適すると認め

られる工事 

（技術評価委員会の設置） 

第４条 総合評価方式を実施する場合は、価格以外の技術的な要素の審査、評

価等を行うため、技術評価委員会（以下「評価委員会」という。）を設ける。

ただし、長岡市PFI事業等事業者選定委員会（以下「選定委員会」という。）

を設けるときは、選定委員会が評価委員会を兼ねることとする。 

（入札参加資格） 

第５条 総合評価方式による入札に参加することができる者に必要な資格（以

下「入札参加資格」という。）は、要綱第５条の規定を準用する。 

（施工能力の審査及び価格以外の技術的な要素の評価） 

第６条 施工能力の審査及び価格以外の技術的な要素の評価については、簡易

型、標準型及び高度技術提案型の区分に応じ、それぞれ次の各号に掲げる技

術資料により行う。 

(1) 簡易型 

ア 簡易（実績）型 

(ｱ) 企業の技術力、地域貢献度確認資料（別記第１号様式） 

(ｲ) 配置予定技術者の能力確認資料（別記第２号様式） 

(ｳ) 工事成績 

イ 簡易（提案）型 

(ｱ) 企業の技術力、地域貢献度確認資料 

(ｲ) 配置予定技術者の能力確認資料 

(ｳ) 施工上の課題に対する技術的所見を記した簡易な施工計画書（別記

第３号様式） 
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(ｴ) 工事成績 

(2) 標準型 

ア 企業の技術力・地域貢献度確認資料 

イ 配置予定技術者の能力確認資料 

ウ 発注者が標準として示した図面及び仕様書（以下「標準案」という。）

の内容について、標準案と同等以上の優れた技術提案及び当該技術提案

に係る具体的な施工計画（以下「技術提案」という。）を記した技術提

案書（別記第４号様式） 

エ 工事成績 

(3) 高度技術提案型 

前号に定める資料のほか、その都度市長が定める資料 

（技術資料の提出） 

第７条 総合評価方式による入札を行おうとする場合は、要綱第３条に規定す

る入札公告（以下「公告」という。）により入札参加希望者に技術資料の提

出を求める。 

２ 前項の場合においては、次に掲げる事項を公告に明示するものとする。 

(1) 当該工事が総合評価方式の対象工事である旨 

(2) 総合評価の方法及び落札者の決定方法 

(3) 技術資料の提出方法 

(4) 受注者の責めにより技術資料の内容を満たすことができない場合の措置 

(5) 前各号に掲げるもののほか、総合評価方式を行う上で必要な事項 

（入札参加申請及び書類の提出） 

第８条 総合評価方式による入札に参加しようとする者は、公告に定める期間

及び方法により一般競争入札参加申請を市長に対して行わなければならない。 

２ 前項の入札参加申請は、別記第５号様式に第６条に定める資料を添えて行

うものとする。 

３ 第１項の入札参加申請を行った者は、落札候補者の決定日までに、公告に

定める入札参加資格確認審査書類を用意しておかなければならない。 

４ 特定共同企業体の発注に付された工事に対し入札参加を希望する者は、特

定共同企業体入札参加申請書を提出した後、第１項の入札参加申請を行わな

ければならない。 



3 - 10 - 5 

５ 入札参加申請者から提供を受けた情報は、第19条に規定する評価結果等の

公表の日まで非公開とする。 

（入札及び開札） 

第９条 入札参加者は、公告に定める期間及び方法により入札しなければなら

ない。 

２ 開札は、公告に示す日時及び場所で行う。 

（技術資料の評価） 

第10条 第８条第２項の規定により提出された技術資料は、評価委員会により

評価する。 

２ 評価委員会は、必要に応じて入札参加者に対してヒアリングを実施するこ

とができる。 

３ 各評価項目を点数化した得点の合計値が零点に満たないとき、又は簡易な

施工計画書及び第６条第２号ウに規定する技術提案書の内容が記載されてい

ないとき、記載に不備があるとき、及び公告で定める期間に提出しないとき

は、その入札は、無効とする。 

（学識経験者の意見聴取） 

第11条 市長は、総合評価方式における落札者決定基準を定めようとするとき

は、学識経験を有する者（以下「学識経験者」という。）の意見をあらかじ

め聴かなければならない。 

２ 市長は、前項の規定により意見の聴取をするときは、落札者決定基準に基

づいて落札者を決定しようとするときにあらためて意見を聴く必要があるか

どうかについて学識経験者の意見を聴くものとする。この場合において、あ

らためて意見を聴く必要があるとの意見が述べられたときは、落札者を決定

しようとするときに、あらかじめ、学識経験者の意見を聴かなければならな

い。 

３ 前２項の規定により意見を聴くため、本市に長岡市総合評価アドバイザー

（以下「アドバイザー」という。）を置く。ただし、選定委員会を設ける場

合において、選定委員会の学識経験者の委員の意見を聴くときは、この限り

でない。 

（技術提案の改善） 

第12条 評価委員会は、技術提案において、内容の一部を改善することで優れ
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た技術提案となるとき、又は提案の不備を解決できるときは、提案者に対し、

当該技術提案の改善を求め、又は改善を提案する機会を与えることができる。

この場合において、評価委員会は、透明性及び公正性の確保のため、技術提

案の改善に係る過程について、その概要を速やかに公表しなければならない。 

（高度の技術等を含む技術提案を求めた場合の設計額） 

第13条 当該工事の担当課長は、新技術及び特殊な施工方法等の高度な技術又

は優れた工夫を含む技術提案を求めたときは、経済性に配慮しつつ、各々の

提案とそれに要する費用とが適切であるかを審査し、最も優れた提案を採用

できるよう設計額を作成することができる。この場合において、当該工事の

担当課長は、当該技術提案の審査に当たり、アドバイザーの意見を聴取しな

ければならない。 

（総合評価の方法及び落札候補者の決定） 

第14条 総合評価の方法は、次に掲げる算式により算出された評価点により評

価を行う。 

(1) 評価点＝価格評価点＋技術評価点。この場合において、技術評価点は、

入札参加者から提出された技術資料について、各評価項目を点数化した得

点の合計点とする。 

(2) 価格評価点＝配点×最低価格／入札価格 

ア 最低価格は、入札参加者が入札した価格のうち、有効なものの最低価

格とする。 

イ 価格評価点は、予定価格の範囲内で算出されるものとする。 

２ 評価点の最も高い入札参加者を落札候補者とする。 

３ 評価点の最も高い者が２人以上あるときは、くじにより落札候補者を決定

する。 

（入札参加資格審査書類の提出） 

第15条 落札候補者となった者は、公告に記載された日時までに、第８条第３

項に規定する入札参加資格確認審査書類を持参し、提出しなければならない。 

２ 落札候補者が前項の規定による提出期限までに入札参加資格審査書類を提

出しないとき、又は落札候補者が入札参加資格確認審査のために市長が行う

指示に従わないときは、当該落札候補者の入札を無効とする。 
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（入札参加資格の審査及び落札者の決定） 

第16条 要綱第10条の規定は、総合評価方式に準用する。この場合において、

同条第２項中「当該落札候補者の次順位である者」とあるのは、「評価点の

次順位である者」とする。 

（技術資料の担保） 

第17条 市長は、落札者となったものが、契約後、その者の責めにより、第７

条の規定により提出された技術資料の内容を満たすことができない場合は、

次の措置を講ずることができる。 

(1) 技術資料の内容と施工内容に著しい差異があるときは、長岡市建設工事

請負基準約款（平成23年長岡市告示第98号）第44条の規定による契約解除 

(2) 工事成績評定における減点評価 

（技術提案等の秘密の保持） 

第18条 市長は、提出された簡易な施工計画書及び技術提案について、公表し

ないものとする。 

（技術提案内容の使用） 

第19条 市長は、技術提案について、その後の工事においてその内容が一般的

に使用されている状態となった場合は、提案者に通知し、又は了解を得るこ

となく、本市が発注する工事に使用できるものとする。ただし、工業所有権

等の排他的使用を有する提案については、この限りでない。 

（書類等の作成費用） 

第20条 入札参加申請者が技術資料の作成に要した一切の費用は、当該入札参

加申請者の負担とする。 

（評価結果等の公表） 

第21条 市長は、総合評価方式を適用した工事において落札者を決定した場合

は、入札参加者に結果を通知するとともに、次に掲げる事項を公表する。 

(1) 入札参加者名 

(2) 各入札参加者の入札金額 

(3) 各入札参加者の価格評価点 

(4) 各入札参加者の技術評価点 

(5) 各入札参加者の評価点 

２ 入札参加者は、前項の規定により公開された評価点等について、結果通知



3 - 10 - 8 

の日から７日以内に、市長に対して疑義の照会をすることができる。 

３ 市長は、前項の規定により照会があった場合は、その結果を照会のあった

日から７日以内に当該入札参加者に回答をするものとする。 

（その他） 

第22条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この要領は、公表の日から施行する。 

附 則（平成21年３月31日公告第59号） 

この要領は、平成21年４月１日から施行する。 

附 則（平成23年１月４日公告第６号） 

この要領は、公表の日から施行する。 

附 則（平成23年３月31日公告第69号） 

この要領は、平成23年４月１日から施行する。 

附 則（平成24年３月30日公告第59号） 

この要領は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則（平成30年３月30日公告第63号） 

この要領は、公表の日から施行する。 

附 則（平成31年３月29日公告第61号） 

この要領は、公表の日から施行する。 
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　工　　 事　　 名

　発 注 者 の 名 称

　工　 事　 場　 所

　工　　　　　　 期

　契　約　金　額（円）

　単体・共同企業体の別

　出　 資　 比　 率

　工　 事　 概　 要　

取得なし

 【地域拠点】

使用しない

市内での道路除雪作業の受注
（過去３年度）

市内での防災協定の締結
（技術資料等の提出期限現在有効）

ＩＳＯ9001又はＩＳＯ14001（若し
くはエコアクション21）の認証取得

 【地域での実績】

ＩＳＯ9001の認証

使用する

市内での緊急的な維持管理の受注
（過去３年度）

別記第１号様式（第６条関係）

 【ＩＳＯ等の認証取得】　※該当する箇所に○印を付けてください。

受
注
形
態

取得あり

取得なし

ＩＳＯ14001 又は
エコアクション21の認証

取得あり

企業の技術力・地域貢献度確認資料　（簡易(実績）型 ～ 施工実績評価型）

 【同種工事の実績】

工事名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　 会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　

地域拠点（本社の住所）

※次の２通りのうち、該当する方
に○印を付けてください。

 自社で用意した除雪機械を
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１

２

　工事実績の内容が的確に判断できる必要最小限度の資料を添付すること（ＣＯＲＩＮＳの竣工時工事カルテ受
領書及び竣工時工事カルテ。ただし、ＣＯＲＩＮＳに登録されていない場合は、契約書及び一般図等）。

　「同種工事の実績」は、過去15年度について記載すること。また、記載する同種工事の実績は、１件とする。

　契約金額は、最終請負金額（税込み）を記載すること。

(1)　「地域での実績」のうち、市内での緊急的な維持管理の受注実績については、過去３年度のもの
　 とし、市内において国、新潟県又は長岡市が発注した工事又は委託業務で、緊急的な維持管理の受
　 注実績を記載すること。その場合、契約書又は指示書等で実績が確認できる書類を添付すること。
　 また、記載する実績は、１件とする。

(2)　市内での道路除雪作業の受注実績については、過去３年度のものとし、市内において国、新潟県
　 又は長岡市が発注した委託業務で、道路除雪作業の受注実績を記載すること。その場合、受注実績
　 が確認できる書類（契約書、除雪作業日報等）を添付すること。また、自社で用意した除雪機械を
　 使用するかどうかについても記載すること。なお、自社で除雪機械を用意した場合には、自社で用
　 意したことが確認できる書類も、併せて添付すること（自社で用意した除雪機械と発注者から貸与
　 を受けた除雪機械との両方で道路除雪作業を行う場合は、自社で用意した除雪機械を使用するもの
　 として評価する。）。また、記載する実績は、１件とする。

(3)　防災協定については、技術資料等の提出期限日現在で有効なもので、国、新潟県又は長岡市と締
　 結した市内における防災協定を記載すること。その場合、防災協定の締結が確認できる協定書の写
　 しを添付すること。なお、防災協定を締結している団体に所属している場合は、その団体に加盟し
　 ていることのわかる会員証の写し等も、あわせて添付すること。また、記載する防災協定は、１件
　 とする。

注）

５

３

４

　技術資料等の提出期限日現在で有効なＩＳＯ9001又はＩＳＯ14001（若しくはエコアクション21）の認証取得
の有無に○印を付け、有の場合は登録証の写しを添付すること。
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　工　　 事　　 名

　発 注 者 の 名 称

　工　 事　 場　 所

　工　　　　　　 期

　契　約　金　額（円）

　単体・共同企業体の別

　出　 資　 比　 率

　工　 事　 概　 要　

取得なし

※次の２通りのうち、該当する方に○印を付けてください。

取得あり

取得なし

市内での道路除雪作業の受注
（過去３年度）

市内での緊急的な維持管理の受注
（過去３年度）

使用する

会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　工事名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 【地域での実績】

ＩＳＯ9001の認証

取得あり

ＩＳＯ14001 又は
エコアクション21の認証

 【ＩＳＯ等の認証取得】　※該当する箇所に○印を付けてください。

受
注
形
態

企業の技術力・地域貢献度確認資料　（簡易(実績）型 ～ 施工実績・地域貢献評価型）

 【同種工事の実績】

※次の２通りのうち、該当する方
に○印を付けてください。

 自社で用意した除雪機械を

 【地域拠点】

 【社員の消防団への加入状況】

社員が長岡市消防団に　人以上加入

ＩＳＯ9001又はＩＳＯ14001（若し
くはエコアクション21）の認証取得

使用しない

市内での防災協定の締結
（技術資料等の提出期限現在有効）

地域拠点（本社の住所）

社員の長岡市消防団への加入状況
（技術資料等の提出期限日現在）

その他（上記以外）
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　工事実績の内容が的確に判断できる必要最小限度の資料を添付すること（ＣＯＲＩＮＳの竣工時工事カルテ受
領書及び竣工時工事カルテ。ただし、ＣＯＲＩＮＳに登録されていない場合は、契約書及び一般図等）。

　「同種工事の実績」は、過去15年度について記載すること。また、記載する同種工事の実績は、１件とする。

　契約金額は、最終請負金額（税込み）を記載すること。

(1)　「地域での実績」のうち、市内での緊急的な維持管理の受注実績については、過去３年度のもの
　 とし、市内において国、新潟県又は長岡市が発注した工事又は委託業務で、緊急的な維持管理の受
　 注実績を記載すること。その場合、契約書又は指示書等で実績が確認できる書類を添付すること。
 　また、記載する実績は、　件までとする。

(2)　市内での道路除雪作業の受注実績については、過去３年度のものとし、市内において国、新潟県
　 又は長岡市が発注した委託業務で、道路除雪作業の受注実績を記載すること。その場合、受注実績
　 が確認できる書類（契約書、除雪作業日報等）を添付すること。また、自社で用意した除雪機械を
 　使用するかどうかについても記載すること。なお、自社で除雪機械を用意した場合には、自社で用
　 意したことが確認できる書類も、併せて添付すること（自社で用意した除雪機械と発注者から貸与
 　を受けた除雪機械との両方で道路除雪作業を行う場合は、自社で用意した除雪機械を使用するもの
　 として評価する。）。また、記載する実績は、１件とする。

(3)　防災協定については、技術資料等の提出期限日現在で有効なもので、国、新潟県又は長岡市と締
　 結した市内における防災協定を記載すること。その場合、防災協定の締結が確認できる協定書の写
 　しを添付すること。なお、防災協定を締結している団体に所属している場合は、その団体に加盟し
　 ていることのわかる会員証の写し等も、併せて添付すること。また、記載する防災協定は、１件と
 　する。

　「社員の消防団への加入状況」で定義する社員とは、公告日現在で、所属している会社に３か月以上連続して
雇用されている者をいう。また、ここでいう会社とは、本社、営業所等を含めた会社全体をいう。なお、当該社
員が長岡市消防団に加入している場合は、○印を付けた加入人数分について、消防団員証及び雇用関係が確認で
きる健康保険被保険者証等の写しを添付すること。

　技術資料等の提出期限日現在で有効なＩＳＯ9001又はＩＳＯ14001（若しくはエコアクション21）の認証取得
の有無に○印を付け、有の場合は登録証の写しを添付すること。

３

４

注）

５

１

２

６
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　工　　 事　　 名

　発 注 者 の 名 称

　工　 事　 場　 所

　工　　　　　　 期

　契　約　金　額（円）

　単体・共同企業体の別

　出　 資　 比　 率

　工　 事　 概　 要　

市内での緊急的な維持管理の受注
（過去３年度）

地域拠点（本社の住所）

当該発注工事の一次下請に市内本
社事業者を活用する
（対象となる一次下請は、１件当
たり　万円以上である一次下請契
約とする）

市内での道路除雪作業の受注
（過去３年度）

市内での防災協定の締結
（技術資料等の提出期限現在有
効）

当該発注工事現場の属する地域で
の、地域精通度工事の実績の有無
（過去15年度）

 【地域での実績】

ＩＳＯ9001の認証
ＩＳＯ14001 又は

エコアクション21の認証

取得あり

取得なし

 【ＩＳＯ等の認証取得】　※該当する箇所に○印を付けてください。

受
注
形
態

ＩＳＯ9001又はＩＳＯ14001（若
しくはエコアクション21）の認証
取得

 【地域精通度】

 【地域拠点】

使用する

使用しない

その他（上記以外）

※次の２通りのうち、該当する
方に○印を付けてください。

 自社で用意した除雪機械を

下請なし（全て自社直営施工）

工事場所

企業の技術力・地域貢献度確認資料　（簡易(実績）型 ～ 地域密着型）

 【同種工事の実績】

工事名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　 会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※次の３通りのうち、該当する箇所に○印を付けてください。

 【地域調達（当該発注工事の下請に市内本社事業者を活用）】

対象となる一次下請を合計した金額のうち、　パーセント以上の
金額を市内本社事業者と一次下請契約する

取得あり

取得なし
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７

５

６

新規雇用及び解雇の有無
（公告日前日から過去１年間の実
績）

１

２

注）

８

９

３

４

社員の長岡市消防団への加入状況
（技術資料等の提出期限日現在） 社員が長岡市消防団に○人以上□人未満加入

その他（上記以外）

 【雇用状況（新規雇用）】

　「地域調達」が、受注者の責めに帰する事由により履行できなかった場合は、長岡市請負工事成績
評価等実施要領の考査項目「法令遵守等」の文書注意相当８点の工事成績評定点の減点を行う。

その他（上記以外）

 【社員の消防団への加入状況】

社員が長岡市消防団に□人以上加入

　「社員の消防団への加入状況」で定義する社員とは、公告日現在で、所属している会社に３か月以
上連続して雇用されている者をいう。また、ここでいう会社とは、本社、営業所等を含めた会社全体
をいう。なお、当該社員が長岡市消防団に加入している場合は、○印を付けた加入人数分について、
消防団員証及び雇用関係が確認できる健康保険被保険者証等の写しを添付すること。

　「雇用状況（新規雇用）」での評価の対象は、公告日の前日から過去１年間に新規雇用者がいる場
合で、さらに当該公告日の前日から過去１年間に１人も解雇者がいない場合に評価の対象とする。ま
た、本社、営業所等を含めた会社全体の雇用状況を評価の対象とする。新規雇用の定義については、
自社に初めて雇用した人で、１年以上継続して雇用する雇用契約を締結し、現在も在籍している場合
に新規雇用者ありとして評価の対象とする。解雇の定義については、離職の理由を会社都合とした場
合は、解雇者に該当する。懲戒解雇、自主退職又は定年退職により離職した場合は、解雇者に該当し
ない。なお、評価の対象となる場合には、新規雇用者について、雇用期間を定めていない旨又は１年
以上の雇用期間が記載されている労働条件通知書及び雇用関係の開始年月日が確認できる雇用保険被
保険者資格取得等確認通知書又は健康保険被保険者証の写しを添付すること。

※次の２通りのうち、該当する方に○印を付けてください。

解雇がなく、新規雇用あり

　工事実績の内容が的確に判断できる必要最小限度の資料を添付すること（ＣＯＲＩＮＳの竣工時工
事カルテ受領書及び竣工時工事カルテ。ただし、ＣＯＲＩＮＳに登録されていない場合は、契約書及
び一般図等）。

　「同種工事の実績」は過去15年度について記載すること。また、記載する同種工事の実績は、１件
とする。

　「地域精通度」は、過去15年度について当該発注工事現場が属する地域において、公告別表第１の
地域精通度工事の実績（国、新潟県又は市町村が発注した工事等）を記載すること。当該地域の実績
がない場合は、長岡市内での施工の実績（国、新潟県又は市町村が発注した工事等）を記載するこ
と。また、記載する施工の実績は、１件とする。

　契約金額は、最終請負金額（税込み）を記載すること。

(1)　「地域での実績」のうち、市内での緊急的な維持管理の受注実績については、過去３年度のもの
　 とし、市内において国、新潟県又は長岡市が発注した工事又は委託業務で、緊急的な維持管理の受
 　注実績を記載すること。その場合、契約書又は指示書等で実績が確認できる書類を添付すること。
　 また、記載する実績は、１件とする。

(2)　市内での道路除雪作業の受注実績については、過去３年度のものとし、市内において国、新潟県
　 又は長岡市が発注した委託業務で、道路除雪作業の受注実績を記載すること。その場合、受注実績
 　が確認できる書類（契約書、除雪作業日報等）を添付すること。また、自社で用意した除雪機械を
　 使用するかどうかについても記載すること。なお、自社で除雪機械を用意した場合には、自社で用
 　意したことが確認できる書類も、併せて添付すること（自社で用意した除雪機械と発注者から貸与
　 を受けた除雪機械との両方で道路除雪作業を行う場合は、自社で用意した除雪機械を使用するもの
 　として評価する。）。また、記載する実績は、１件とする。

(3)　防災協定については、技術資料等の提出期限日現在で有効なもので、国、新潟県又は長岡市と締
　 結した市内における防災協定を記載すること。その場合、防災協定の締結が確認できる協定書の写
 　しを添付すること。なお、防災協定を締結している団体に所属している場合は、その団体に加盟し
　 ていることのわかる会員証の写し等も、あわせて添付すること。また、記載する防災協定は、１件
　 とする。

　技術資料等の提出期限日現在で有効なＩＳＯ9001又はＩＳＯ14001（若しくはエコアクション21）の
認証取得の有無に○印を付け、有の場合は登録証の写しを添付すること。

※次の３通りのうち、該当する箇所に○印を付けてください。
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　工　　 事　　 名

　発 注 者 の 名 称

　工　 事　 場　 所

　工　　　　　　 期

　契　約　金　額（円）

　単体・共同企業体の別

　出　 資　 比　 率

　工　 事　 概　 要　

取得なし

※次の２通りのうち、該当する方
に○印を付けてください。

 自社で用意した除雪機械を

使用する

使用しない

取得なし

 【ＩＳＯ等の認証取得】　※該当する箇所に○印を付けてください。

企業の技術力・地域貢献度確認資料　（簡易(提案）型、標準型及び高度技術提案型）

 【同種工事の実績】

工事名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　 会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ＩＳＯ9001又はＩＳＯ14001（若し
くはエコアクション21）の認証取得

 【地域での実績】

ＩＳＯ9001の認証
ＩＳＯ14001 又は

エコアクション21の認証

取得あり取得あり

地域拠点（本社の住所）

市内での道路除雪作業の受注
（過去３年度）

市内での防災協定の締結
（技術資料等の提出期限現在有効）

受
注
形
態

市内での緊急的な維持管理の受注
（過去３年度）

 【地域拠点】
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　契約金額は、最終請負金額（税込み）を記載すること。

(1)　「地域での実績」のうち、市内での緊急的な維持管理の受注実績については、過去３年度のもの
　 とし、市内において国、新潟県又は長岡市が発注した工事又は委託業務で、緊急的な維持管理の受
 　注実績を記載すること。その場合、契約書又は指示書等で実績が確認できる書類を添付すること。
　 また、記載する実績は、１件とする。

(2)　市内での道路除雪作業の受注実績については、過去３年度のものとし、市内において国、新潟県
　 又は長岡市が発注した委託業務で、道路除雪作業の受注実績を記載すること。その場合、受注実績
 　が確認できる書類（契約書、除雪作業日報等）を添付すること。また、自社で用意した除雪機械を
　 使用するかどうかについても記載すること。なお、自社で除雪機械を用意した場合には、自社で用
 　意したことが確認できる書類も、併せて添付すること（自社で用意した除雪機械と発注者から貸与
　 を受けた除雪機械との両方で道路除雪作業を行う場合は、自社で用意した除雪機械を使用するもの
 　として評価する。）。また、記載する実績は、１件とする。

(3)　防災協定については、技術資料等の提出期限日現在で有効なもので、国、新潟県又は長岡市と締
　 結した市内における防災協定を記載すること。その場合、防災協定の締結が確認できる協定書の写
 　しを添付すること。なお、防災協定を締結している団体に所属している場合は、その団体に加盟し
　 ていることのわかる会員証の写し等も、併せて添付すること。また、記載する防災協定は、１件
　 とする。

　技術資料等の提出期限日現在で有効なＩＳＯ9001又はＩＳＯ14001（若しくはエコアクション21）の認証取得
の有無に○印を付け、有の場合は登録証の写しを添付すること。

３

４

注）

１

２

５ 　工事実績の内容が的確に判断できる必要最小限度の資料を添付すること（ＣＯＲＩＮＳの竣工時工事カルテ受
領書及び竣工時工事カルテ。ただし、ＣＯＲＩＮＳに登録されていない場合は、契約書及び一般図等）。

　「同種工事の実績」は、過去15年度について記載すること。また、記載する同種工事の実績は、１件とする。
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種　　　　　類

取　　得　　年

登 録 等 番 号

工　　事　　名

発　注　機　関

工　事　場　所

工　　　　　期

契　約　金　額

従　事　役　職

従　事　期　間

工　事　内　容

１

２

３

４

６ 　配置予定技術者は、５人までの記載とすること。

　監理技術者にあっては、入札公告に従い、監理技術者証、監理技術者講習修了証又は指定講習受講修了証の写
しを添付すること。

　入札公告の条件を満たす工事実績を記載し、それを証明する書類（ＣＯＲＩＮＳの竣工時カルテ受領書及び竣
工時カルテの写し。ただし、ＣＯＲＩＮＳに登録されていない場合は、契約書、一般図等公告文に定める条件を
確認できるもの。）を添付すること。なお、現場代理人又は主任（監理）技術者としての工事実績の場合には、
併せて担当した技術的な内容が確認できる書類（施工計画書の写し等で技術者の役割が確認できる部分）を必ず
添付すること。

　契約金額は、最終請負金額（税込み）を記載すること。

　入札公告の条件を満たす配置予定技術者の法定資格を記入し、それを証明する書類の写しを添付すること。

法

　

定

　

資

　

格

　

等

工
　
事
　
実
　
績

　雇用関係開始年月日が確認できる雇用保険被保険者資格取得等確認通知書又は健康保険被保険者証の写しを添
付すること。

５

注）

氏　　　名

所　属　会　社　名

雇用関係開始年月日

配置予定技術者の能力確認資料　（簡易(実績）型 ～ 施工実績評価型）

会社名：　   　　　　　　　　　　　         

フリガナ

主任技術者又は
監理技術者の区分

第２号様式（第６条関係）

工事名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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種　　　　　類

取　　得　　年

登 録 等 番 号

工　　事　　名

発　注　機　関

工　事　場　所

工　　　　　期

契　約　金　額

従　事　役　職

従　事　期　間

工　事　内　容

１

２

３

５ 　配置予定技術者は、５人までの記載とすること。

　監理技術者にあっては、入札公告に従い、監理技術者証、監理技術者講習修了証又は指定講習受講修了証の写
しを添付すること。

　入札公告の条件を満たす工事実績を記載し、それを証明する書類（ＣＯＲＩＮＳの竣工時カルテ受領書及び竣
工時カルテの写し。ただし、ＣＯＲＩＮＳに登録されていない場合は、契約書、一般図等公告文に定める条件を
確認できるもの。）を添付すること。なお、現場代理人又は主任（監理）技術者としての工事実績の場合には、
併せて担当した技術的な内容が確認できる書類（施工計画書の写し等で技術者の役割が確認できる部分）を必ず
添付すること。

　契約金額は、最終請負金額（税込み）を記載すること。

　入札公告の条件を満たす配置予定技術者の法定資格を記入し、それを証明する書類の写しを添付すること。

法

　

定

　

資

　

格

　

等

工
　
事
　
実
　
績

４

注）

氏　　　名

所　属　会　社　名

雇用関係開始年月日

会社名：　   　　　　　　　　　　　         

フリガナ

主任技術者又は
監理技術者の区分

工事名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

配置予定技術者の能力確認資料
 （簡易(実績）型 ～ 施工実績・地域貢献評価型）
 （簡易(実績）型 ～ 地域密着型）
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種　　　　　類

取　　得　　年

登 録 等 番 号

工　　事　　名

発　注　機　関

工　事　場　所

工　　　　　期

契　約　金　額

従　事　役　職

従　事　期　間

工　事　内　容

１

２

３

４

６

工事名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏　　　名

所　属　会　社　名

雇用関係開始年月日

配置予定技術者の能力確認資料　（簡易(提案）型）

会社名：　   　　　　　　　　　　　         

フリガナ

主任技術者又は
監理技術者の区分

法

　

定

　

資

　

格

　

等

工
　
事
　
実
　
績

　雇用関係開始年月日が確認できる雇用保険被保険者資格取得等確認通知書又は健康保険被保険者証の写しを添
付すること。

５

注）

　配置予定技術者は、５人までの記載とすること。

　監理技術者にあっては、入札公告に従い、監理技術者証、監理技術者講習修了証又は指定講習受講修了証の写
しを添付すること。

　入札公告の条件を満たす工事実績を記載し、それを証明する書類（ＣＯＲＩＮＳの竣工時カルテ受領書及び竣
工時カルテの写し。ただし、ＣＯＲＩＮＳに登録されていない場合は、契約書、一般図等公告文に定める条件を
確認できるもの。）を添付すること。なお、現場代理人又は主任（監理）技術者としての工事実績の場合には、
併せて担当した技術的な内容が確認できる書類（施工計画書の写し等で技術者の役割が確認できる部分）を必ず
添付すること。

　契約金額は、最終請負金額（税込み）を記載すること。

　入札公告の条件を満たす配置予定技術者の法定資格を記入し、それを証明する書類の写しを添付すること。
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種　　　　　類

取　　得　　年

登 録 等 番 号

工　　事　　名

発　注　機　関

工　事　場　所

工　　　　　期

契　約　金　額

従　事　役　職

従　事　期　間

工　事　内　容

１

２

３

５

工事名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

配置予定技術者の能力確認資料　（標準型及び高度技術提案型）

氏　　　名

所　属　会　社　名

雇用関係開始年月日

会社名：　   　　　　　　　　　　　         

フリガナ

主任技術者又は
監理技術者の区分

法

　

定

　

資

　

格

　

等

工
　
事
　
実
　
績

４

注）

　配置予定技術者は、５人までの記載とすること。

　監理技術者にあっては、入札公告に従い、監理技術者証、監理技術者講習修了証又は指定講習受講修了証の写
しを添付すること。

　入札公告の条件を満たす工事実績を記載し、それを証明する書類（ＣＯＲＩＮＳの竣工時カルテ受領書及び竣
工時カルテの写し。ただし、ＣＯＲＩＮＳに登録されていない場合は、契約書、一般図等公告文に定める条件を
確認できるもの。）を添付すること。なお、現場代理人又は主任（監理）技術者としての工事実績の場合には、
併せて担当した技術的な内容が確認できる書類（施工計画書の写し等で技術者の役割が確認できる部分）を必ず
添付すること。

　契約金額は、最終請負金額（税込み）を記載すること。

　入札公告の条件を満たす配置予定技術者の法定資格を記入し、それを証明する書類の写しを添付すること。
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第３号様式（第６条関係）

工事名：

取組体制
主任（監理）技術者を補佐する技術者を配置することができるか。

１　配置できる。　　　　　　　　　　　２　配置できない。

注）　１ 簡易な施工計画は本様式を用い、１枚で簡潔に記述すること。
　　　２ 補佐する技術者とは、同種の工事の経験のある技術者とする。

項　　目 具　体　的　な　施　工　計　画

簡易な施工計画書

（施工上の課題に対する技術的所見）

　■施工上の課題

会社名：裏面に記載してください。（両面印刷）
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（裏面）

　会社名：
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第４号様式（第６条関係）

工事名：

注） １　 構造物の所要性能が低下する内容の提案をすることはできません。
 ２　 具体的な施工計画は複数提案することはできません。
 ３ 　他機関及び他工事等との協議・調整が必要となる提案又はそのおそれのある提案を
　　することはできません。
 ４ 　技術提案書は本様式を用い、簡潔に記述してください（枚数の制限はしません。）。
 ５　 記述する文字の大きさは、10.5ポイント以上とし，書体は任意とします。
 ６ 　必要に応じて構造図等を添付できます（枚数の制限はしません。）。

技　術　提　案　書

　■技術提案事項 　□□□□□

具　体　的　な　施　工　計　画

会社名：裏面に記載してください。（両面印刷）
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（裏面）

　会社名：

 
 
 


